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当該一般競争参加資格の決定に係る申請
は、「競争参加者の資格に関する公示」（平成26

年３月31日付け北海道開発局長公示）別記に
掲げる当該者の本店所在地（日本国内に本店
がない場合においては、日本国内の主たる営
業所の所在地。以下同じ。）の区分に応じ、同
別記に定める提出場所（当該者が経常建設共
同企業体である場合においては、同別記のĈ）
において、随時受け付ける。また、当該者が
申請書及び資料を提出したときに限り、北海
道開発局札幌開発建設部契約企画課（〒060`

8506 北海道札幌市中央区北２条西19丁目
電話011`611`0309）においても当該一般競
争参加資格の決定に係る申請を受け付ける。

Î 受注者の責めにより、提案された技術提案
を遵守することができない場合は、提案の達
成率に応じて工事成績評定点から減点する。

Ĵ 本工事について、調査基準価格を下回った
価格をもって契約する場合には、工事完了後
に行う工事コスト調査に係る資料を公表す
る。

K̂ 詳細は、入札説明書による。
６ Summary

\ Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Kouichi Honda, Director

of Sapporo Development and Construction

Department, Hokkaido Regional Develop-

ment Bureau, Ministry of Land, Infrastruct-

ure, Transport and Tourism

] Classification of the services to be pro-

cured : 41

^ Subject matter of the contract : Construc-

tion work of the drain gate of Hi-

gashinosato flood control basin in Ishikari

River Improvement Work, Hokkaido, Ja-

pan

_ Time-limit for the submission of applica-

tion forms and relevant documents for the

qualification by electronic bidding system :

11 : 00 a.m. 14 July 2014

` Time-limit for the submission of tenders

by electronic bidding system : 11 : 00 a.m. 12

September 2014 (tenders brought with

11 : 00 a.m. 12 September 2014 or submitted

by mail 11 : 00 a.m. 12 September 2014)

a Contact point for tender documentation :

Eiji Takamura, Senior Officer of Contracts

Division, Contracts of River, Products and

Services Division, Sapporo Development

and Construction Department, Hokkaido

Regional Development Bureau, Ministry of

Land, Infrastructure, Transport and Tour-

ism North 2, West 19, Chuo-ku, Sapporo,

Hokkaido 060`8506, Japan TEL 011`

611`0309 ext. 3244

e 本工事は、競争参加資格確認申請書（以下
「申請書」という。）及び競争参加資格確認資
料（以下「資料」という。）の提出及び入札を
電子入札システムで行う対象工事である。
なお、電子入札システムによりがたいもの
は、発注者の承諾を得て紙入札方式に代える
ものとする。

Ĉ 本工事は、受発注者間の双務性の向上とと
もに、契約変更等における協議の円滑化を図
るため、契約締結後、受発注者間の協議によ
り総価契約の内訳として単価等を合意する
「総価契約単価合意方式」の対象工事である。
単価等の合意にあたっては、単価等を個別に
合意する方式（以下「単価個別合意方式」と
いう。）によるものとするが、協議開始の日か
ら14日以内に単価個別合意方式による協議が
整わない場合は、単価を包括的に合意する方
式である「単価包括合意方式」によるものと
する。
なお、総価契約単価合意方式の実施の詳細
については、「総価契約単価合意方式実施要
領」及び「総価契約単価合意方式実施要領の
解説」によるものとする。

D̂ 本工事は、情報化施工技術（ＴＳによる出
来形管理技術（土工））の使用原則化の対象工
事である。

Ê 本工事は、工事実施にあたって不足する下
請け等の技術者や技能者等を、通常考える工
事実施地域外から広域的に確保せざるを得な
い場合に、「共通仮設費（率分）のうち営繕費」
及び「現場管理費のうち労務管理費」の一部
の費用（以下「実績変更対象費」という。）に
ついて、契約締結後、労働者確保に要する方
策に変更が生じ、土木工事標準積算基準書の
金額相当では適正な工事の実施が困難になっ
た場合は、実績変更対象費の支出実績を踏ま
えて最終精算変更時点で設計変更する試行工
事である。

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 26年６月 13日

支出負担行為担当官
近畿地方整備局長 池内 幸司

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 27

１ 工事概要
\ 品目分類番号 41

] 工事名 赤谷地区下流堰堤他工事（電子入
札対象案件）

^ 工事場所 奈良県五條市大塔町清水地先
_ 工事内容 砂防堰堤１基（砂防ソイルセメ
ント）堰堤本体工（Ｈ＝14•5ｍ）、地盤改良
工（置換）、床固工（Ｈ＝5•1ｍ）１基

` 工期 契約締結日の翌日から平成28年10月
31日まで。

a 使用する主要な資機材
セメント系固化材 2¶744ｔ、コンクリー

ト 9¶407‚

b 本工事は、価格以外の要素と価格を総合的
に評価して落札者を決定する総合評価落札方
式のうち、品質確保のための体制その他の施
工体制の確保状況を確認し、施工内容を確実
に実現できるかどうかについて審査し、評価
を行う施工体制確認型総合評価落札方式及び
契約締結後に施工方法等の提案（総合評価に
係る提案を除く。）を受け付ける契約後ＶＥ方
式の試行工事である。

c 本工事においては、中間前金払に代わり、
既済部分払を選択した場合には、短い間隔で
出来高に応じた部分払や設計変更協議を実施
する「出来高部分払方式」を採用する。

d 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。

２ 競争参加資格
\ 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165

号）第70条及び第71条の規定に該当しない者
であること。

] 近畿地方整備局における一般土木工事に係
る一般競争参加資格の認定を受けていること
（会社更生法（平成14年法律第154号）に基
づき更生手続開始の申立てがなされている者
又は民事再生法（平成11年法律第225号）に
基づき再生手続開始の申立てがなされている
者については、手続開始の決定後、近畿地方
整備局長が別に定める手続に基づく一般競争
参加資格の再認定を受けていること。）。

^ 近畿地方整備局における一般土木工事に係
る一般競争参加資格の認定の際に客観的事項
（共通事項）について算定した点数（経営事
項評価点数）が1¶200点以上であること（上
記]の再認定を受けた者にあっては、当該再
認定の際に、経営事項評価点数が1¶200点以
上であること。）。

_ 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（上記
]の再認定を受けた者を除く。）でないこと。

` 平成11年度以降に元請として完成し、引渡
しが完了した下記Êの要件を満たす工事（発
注機関は問わない。以下「同種工事」という。）
の施工実績（以下「同種工事の実績」という。）
を有すること（甲型共同企業体構成員として
の実績は、出資比率が20％以上の場合のもの、
乙型共同企業体構成員としての実績は、出資
比率にかかわらず各構成員が施工を行った分
担工事のものに限る。また、事業協同組合構
成員の実績は認められない。）。
Ê 砂防堰堤工事の施工実績を有すること。
なお、経常建設共同企業体（以下「経常Ｊ
Ｖ」という。）にあっては、構成員のうちの１
社が平成11年度以降に元請として完成し、引
渡しが完了した同種工事の実績を有するとと
もに、その他の構成員はそれぞれ平成11年度
以降に元請として完成し、引渡しが完了した
下記Ëの要件を満たす工事（発注機関は問わ
ない。）の施工実績（以下「その他構成員の実
績」という。）を有すること（甲型共同企業体
構成員としての実績は、出資比率が20％以上
の場合のもの、乙型共同企業体構成員として
の実績は、出資比率にかかわらず各構成員が
施工を行った分担工事のものに限る。また、
事業協同組合構成員の実績は認められな
い。）。
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